
Ⅳ－７　広域化・共同化等
下水道広域化推進総合事業

　下水道をはじめとする汚水処理施設の事業運営は、人口減少に伴う使用料収入の減少や、職員数の減少、施
設老朽化に伴う大量更新期の到来等により、その経営環境は厳しさを増しており、より一層の効率的な事業運営
が求められている。このことから、平成３０年１月に国土交通省、総務省、農林水産省、環境省の関係４省が連名に
て、全ての都道府県における令和４年度までの「広域化・共同化計画」策定を要請した。
　このような中、下水道をはじめとする各種汚水処理施設の広域化・共同化の取組促進による事業効率化を図る
ため、計画策定から事業実施まで一体的に支援する「下水道広域化推進総合事業」が平成３０年度に創設された。

下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）
　近年多発する集中豪雨への対応、増加する老朽化施設の適切な維持管理・更新・下水道経営を改善
するための省エネ等によるコスト縮減、下水道の有する資源・エネルギーの有効利用による循環型社会の構
築や地球温暖化対策など、下水道事業が抱える様々な課題に対応するためには、新技術の開発・活用が重
要である。
　国土交通省では、国が主体となって、実規模レベルの施設を設置して技術的な検証を行い、ガイドライン
化して革新的技術の全国展開を図っていくことを目的として、平成２３年度より「下水道革新的技術実証事業
（B-DASH プロジェクト）」を実施している。

下水道脱炭素化推進事業（個別補助金）
　2050年カーボンニュートラルの方針が決定し、2030年度の温室効果ガス排出削減目標についても、2013年度比
46％へと見直しが行われた。下水道分野では2018年度実績で約600万 t-CO2の温室効果ガスを排出しており、自
治体の事務事業から排出される温室効果ガスの中で大きな割合を占めるため、下水道分野の取り組みは、温室
効果ガス排出量を削減するために重要な取り組みである。地球温暖化対策計画（2021年10月22日閣議決定）にお
いては、下水道分野において2030年度に2013年度比で208万 t-CO2の温室効果ガス排出量削減目標が位置づけ
られている。
　温室効果ガス削減効果の高い先進的な創エネルギー、N2O 削減事業を、集中的・優先的に支援し、下水道の
脱炭素化を推進するため、令和4年度の「下水道脱炭素化推進事業」が創設された。
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上下水道一体効率化・基盤強化推進事業（個別補助金）
　施設の老朽化、切迫する大地震への対応のなどの課題を抱える上下水道について、その相乗効果を発揮す
るための上下水道一体での効率化・基盤強化の取組を強力に進め、効率的で持続的な上下水道事業を実現す
ることを目的として、令和６年度に「上下水道一体効率化・基盤強化推進事業」が創設された。
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　汚水処理施設の効率的かつ適正な整備を推進するためには、各市町村において各種汚水処理施設の
特性を生かした、整備区域の設定及び適切な整備手法の選定を行うことが不可欠である。
　福岡県では、平成６年度に県全域を対象に、統合的な汚水の処理構想として「福岡県汚水処理構
想」を策定し、その後の社会情勢の変化を受け、平成15年3月、平成21年3月、平成29年3月と見直
しを行ってきた。
　その後、人口減少や汚水処理施設の老朽化が進む中、持続可能な汚水処理を推進するため、中・長
期的視点で既に整備されている施設の効率的な更新・運営管理を目指すため、令和７年３月に『福岡
県汚水処理構想～「地域に根差す」ふくおか水環境の未来』を策定したものである。
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■A市
・公共下水道事業
・農業集落排水事業

■B市
・漁業集落排水事業
・コミュニティ・プラント
・合併処理浄化槽

■C市
・流域関連公共下水道事業
・特定環境保全公共下水道事業

■D市
・流域関連公共下水道事業
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（１）現状と課題

176

　福岡県における汚水処理に係る主な現状と課題は、以下のような状況が挙げられる。
１）汚水処理の普及促進に向けた課題
　【汚水処理人口普及率の地域格差】、【整備状況】

　　県内の生活圏別にみると地域によって汚水処理人口普及率に開きがあることや集合処理区域における
　整備は高い水準ですが、個別処理区域における合併処理浄化槽の整備が遅れている状況が挙げられる。

【汚水処理人口普及率の地域格差】 【整備状況】

２）持続可能な汚水処理を推進するための課題

【施設の更新費用の増加】 【流入汚水量の減少】 【経営状況の悪化】

【施設の更新費用の増加】
　今後も施設の老朽化は更に進行するため、更新費の更なる増加が懸念されることや大規模地震に備
えた耐震化など更新費用は更なる増加が懸念されます。 
【流入汚水量の減少】

将来的な人口減少に伴い水道使用量が減少し、下水道へ排水される水量も減少することから、施設
の稼働率の低下や使用料収入の減少が懸念されます。
【経営状況の悪化】 
 更に、下水をキレイにするために要する電力や人件費等も近年の物価上昇に伴い高騰し、下水道経営
状況の悪化も懸念される。 

Ⅵ－２　福岡県汚水処理構想の策定内容

（１）現状と課題

福岡県における汚水処理に係る課題は大きく分けて２つの課題がある。

１）汚水処理の普及促進に向けた課題
　【汚水処理人口普及率の地域格差】、【整備状況】
県内の生活圏別にみると地域によって汚水処理人口普及率に開きがあることや集合処理区域における
整備は高い水準ですが、個別処理区域における合併処理浄化槽の整備が遅れている状況が挙げられる。

【施設の更新費用の増加】
　今後も施設の老朽化は更に進行するため、更新費の更なる増加が懸念されることや大規模地震に備
えた耐震化など更新費用は更なる増加が懸念されます。
【流入汚水量の減少】
　将来的な人口減少に伴い水道使用量が減少し、下水道へ排水される水量も減少することから、施設
の稼働率の低下や使用料収入の減少が懸念されます。
【経営状況の悪化】
　更に、下水をキレイにするために要する電力や人件費等も近年の物価上昇に伴い高騰し、下水道経営
状況の悪化も懸念される。
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令和 7 年度末で普及率は 95％を超え
汚水処理は概成する予定です。今後も
未普及解消に努め、最終的には 100％
を目指します。また、今回の汚水処理
構想では、令和 17 年度末の目標を
98％とします。

（２）これらの課題に向けた今後の取り組み
これらの課題解消に向けて、今回、以下の目標を掲げ、汚水処理の更なる普及促進と併せて持続可

能な汚水処理及び効率的な運営管理を推進する。

本汚水処理構想では、県内各自治体の汚水処理人口普及率の現状や過去の整備実績、今後取り組む施
策を踏まえ、中期の目標年度を概ね10年後の令和17年度とし、県全体での汚水処理人口普及率98％を目
標とする。 

（１）現状と課題

176

　福岡県における汚水処理に係る主な現状と課題は、以下のような状況が挙げられる。
１）汚水処理の普及促進に向けた課題
　【汚水処理人口普及率の地域格差】、【整備状況】

　　県内の生活圏別にみると地域によって汚水処理人口普及率に開きがあることや集合処理区域における
　整備は高い水準ですが、個別処理区域における合併処理浄化槽の整備が遅れている状況が挙げられる。

【汚水処理人口普及率の地域格差】 【整備状況】

２）持続可能な汚水処理を推進するための課題

【施設の更新費用の増加】 【流入汚水量の減少】 【経営状況の悪化】

【施設の更新費用の増加】
　今後も施設の老朽化は更に進行するため、更新費の更なる増加が懸念されることや大規模地震に備
えた耐震化など更新費用は更なる増加が懸念されます。 
【流入汚水量の減少】

将来的な人口減少に伴い水道使用量が減少し、下水道へ排水される水量も減少することから、施設
の稼働率の低下や使用料収入の減少が懸念されます。
【経営状況の悪化】 
 更に、下水をキレイにするために要する電力や人件費等も近年の物価上昇に伴い高騰し、下水道経営
状況の悪化も懸念される。 

（２）これらの課題に向けた今後の取り組み

　これらの課題解消に向けて、今回、以下の目標を掲げ、汚水処理の更なる普及促進と併せて持続可
能な汚水処理及び効率的な運営管理を推進する。
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29 3
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・早期の普及促進を目指すため、人口減少などの社会情勢や地域特性、地域住民の意向を考慮しながら、
　下水道から合併処理浄化槽への転換といった効率的かつ適正な汚水処理区域の見直しを検討します。
 ・低コスト工法による整備や暫定的な合併浄化槽整備の導入などの整備手法の見直しを検討し、早期の
　普及促進に努めます。 
 ・将来的に汚水処理施設の稼働率の低下や老朽化に伴う更新費用の増加が見込まれることから、広域的
　な汚水処理施設の統廃合を検討し、施設の維持管理費の縮減を目指します。 
 ・汚水処理施設の更新にあたっては、長期的視点で施設の点検・調査、修繕・更新を実施し、各種施設
　を全体として捉え、最適な施設管理に努めます。
 ・国の組織改編に伴い、水道整備管理行政が厚生労働省から国土交通省へと移管されました。各自治体
　における「上下水道行政の一元化」が行われることで、効率的な事業執行体制の確保や料金徴収など
　の窓口業務の一元化など上下水道行政の一元化により更に効率的な執行体制を目指します。
・早期の汚水処理普及促進及び持続可能な汚水処理を実現するためには、使用者である住民の理解と協

力が必要不可欠です。このため、各種説明会やホームページなどを用い、更なる啓発活動を行って
いきます。 
持続可能な汚水処理を推進するためには、民間の資金や技術力を最大限活用（官民連携：ＰＰＰ/
ＰＦＩ手法の導入）する必要があります。複数年契約における「公共施設等運営事業」など、持続
可能な汚水処理を推進するため、官民連携手法を検討します。

　人口減少や汚水処理施設の老朽化が進むなか、持続可能な汚水処理を推進するため、中・長期的
な視点で既に整備されている施設の効率的な更新及び運営管理を目指します。 

県及び市町村は、汚水処理を取り巻く課題解消に向けて以下の取り組みに努めていきます。 
《課題に対する取り組みについて》 

　人口減少や汚水処理施設の老朽化が進むなか、持続可能な汚水処理を推進するため、中・長期的な
視点で既に整備されている施設の効率的な更新及び運営管理を目指します。

県及び市町村は、汚水処理を取り巻く課題解消に向けて以下の取り組みに努めていきます。
《課題に対する取り組みについて》
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市町村汚水処理構想原案の作成（市町村） 

市町村汚水処理構想原案の協議（福岡県） 

福岡県汚水処理構想原案の審議（委員会） 

 市町村が市町村汚水処理構想（案）を策定し、県関係事業課との協議・調整を行い、「福岡県汚水
処理構想策定委員会」（県関係7課）からの審議・助言等を受け、事業実施までの流れは以下のとお
りである。 
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・早期の普及促進を目指すため、人口減少などの社会情勢や地域特性、地域住民の意向を考慮しながら、
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　な汚水処理施設の統廃合を検討し、施設の維持管理費の縮減を目指します。 
 ・汚水処理施設の更新にあたっては、長期的視点で施設の点検・調査、修繕・更新を実施し、各種施設
　を全体として捉え、最適な施設管理に努めます。
 ・国の組織改編に伴い、水道整備管理行政が厚生労働省から国土交通省へと移管されました。各自治体
　における「上下水道行政の一元化」が行われることで、効率的な事業執行体制の確保や料金徴収など
　の窓口業務の一元化など上下水道行政の一元化により更に効率的な執行体制を目指します。
・早期の汚水処理普及促進及び持続可能な汚水処理を実現するためには、使用者である住民の理解と協

力が必要不可欠です。このため、各種説明会やホームページなどを用い、更なる啓発活動を行って
いきます。 
持続可能な汚水処理を推進するためには、民間の資金や技術力を最大限活用（官民連携：ＰＰＰ/
ＰＦＩ手法の導入）する必要があります。複数年契約における「公共施設等運営事業」など、持続
可能な汚水処理を推進するため、官民連携手法を検討します。

　人口減少や汚水処理施設の老朽化が進むなか、持続可能な汚水処理を推進するため、中・長期的
な視点で既に整備されている施設の効率的な更新及び運営管理を目指します。 

県及び市町村は、汚水処理を取り巻く課題解消に向けて以下の取り組みに努めていきます。 
《課題に対する取り組みについて》 
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（１）下水道事業の現状・課題

　汚水処理施設の事業運営については、施設等の老朽化に伴う大量更新期の到来や、人口減少に伴う
使用料収入の減少、職員数の減少による執行体制の脆弱化等によりその経営環境は厳しさを増してお
り、効率的な事業運営が一層求められている。

（２）広域化・共同化における国の動向
　国は、下水道を含む汚水処理の持続可能な運営に向け、「経済・財政再生計画改革工程表2017改定
版」（平成29年12月決定）において、全ての都道府県における令和４年度までの「広域化・共同化計
画」策定を目標として、次の通知を発出している。

汚水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」の策定について　
【総務省・国土交通省・農林水産省・環境省の関係４省連名通知】（平成30年１月17日）

→ 国は、全ての都道府県に対し、令和４年度までの計画策定を要請。

（３）計画の策定
　「広域化・共同化計画」とは、複数の市町村や事務組合が広域的に連携し、共同で汚水処理事業に
取り組むことで、効率的で持続可能な事業運営を目指すための計画である。
　福岡県では、各種汚水処理事業を計画的に推進・整備しているが、将来的には人口減少に伴う使
用料収入の減少、市町村の担当職員数減少による執行体制の脆弱化、集中豪雨に備えた浸水対策、
既存施設の老朽化に伴う大量更新期の到来など多くの課題が発生し、それらを解決する必要に迫
られている。
　そこで、汚水処理事業の広域化・共同化による課題解決の効果を全県域で検討し、広域化・共同化
の実施方針や内容をとりまとめた「福岡県汚水処理事業広域化・共同化計画」を令和５年３月に作
成した。
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（４）策定手順とメニューの選定
　県では、県内全ての市町村と、し尿処理を行う１４組合及び庁内関係各課で検討体制を構築し、県内
７ブロックに分けて広域化・共同化メニューの効果検討及び策定に向けた議論を実施した。
それぞれのブロック会議において効率的で持続可能な事業運営を行うため、ハード系、ソフト系の取組
を抽出し、各取組について具体的に、事業費・効果の試算、役割分担の検討、関係者との合意形成などを
図った。

　汚水処理に係る事業の財政状況や執行体制が悪化することを見据え、県と各市町村の連携等、汚水
処理事業の持続的かつ健全な運営を目指すため、ハード系連携メニュー 2つと、ソフト系連携メニュー
7つを本計画に位置付け、連携メニューを策定した。
　連携メニューの選定にあたっては、実施効果の検討、各市町村の実施意向の確認、ブロック会議・全
体会議での議論を行い、実現可能性のある取組をまとめたものである。
　実施に際しては、引き続き詳細な検討を行い、市町村の実情や将来の動向を踏まえた上で取組を進
める方針とした。
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（１）下水道事業の現状・課題

　汚水処理施設の事業運営については、施設等の老朽化に伴う大量更新期の到来や、人口減少に伴う
使用料収入の減少、職員数の減少による執行体制の脆弱化等によりその経営環境は厳しさを増してお
り、効率的な事業運営が一層求められている。

（２）広域化・共同化における国の動向
　国は、下水道を含む汚水処理の持続可能な運営に向け、「経済・財政再生計画改革工程表2017改定
版」（平成29年12月決定）において、全ての都道府県における令和４年度までの「広域化・共同化計
画」策定を目標として、次の通知を発出している。

汚水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」の策定について　
【総務省・国土交通省・農林水産省・環境省の関係４省連名通知】（平成30年１月17日）

→ 国は、全ての都道府県に対し、令和４年度までの計画策定を要請。

（３）計画の策定
　「広域化・共同化計画」とは、複数の市町村や事務組合が広域的に連携し、共同で汚水処理事業に
取り組むことで、効率的で持続可能な事業運営を目指すための計画である。
　福岡県では、各種汚水処理事業を計画的に推進・整備しているが、将来的には人口減少に伴う使
用料収入の減少、市町村の担当職員数減少による執行体制の脆弱化、集中豪雨に備えた浸水対策、
既存施設の老朽化に伴う大量更新期の到来など多くの課題が発生し、それらを解決する必要に迫
られている。
　そこで、汚水処理事業の広域化・共同化による課題解決の効果を全県域で検討し、広域化・共同化
の実施方針や内容をとりまとめた「福岡県汚水処理事業広域化・共同化計画」を令和５年３月に作
成した。
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（５）計画の内容及び効果
○ハード系

・処理施設の統廃合：老朽施設の近隣施設への統廃合
・汚泥処理の共同化：下水処理場や、し尿処理場で発生する汚泥の共同処理

　➡『改築更新費用の削減』 『維持管理費用の低減』

○ソフト系
・維持管理の共同化：施設の保守点検や水質検査の共同発注
・調 査 等 の 共 同 化：施設の老朽化調査や改築更新計画策定の共同発注
・災害時対応の共同化：広域BCPの策定や災害訓練の合同実施
・人材育成の共同化：職員講習会の共同開催
・PR・広報活動の共同化：広報活動の合同開催及び継続
・災害時対応の共同化：広域BCPの策定や合同訓練の実施
・庁内事務の共同化：責任技術者や排水設備工事店の登録機関、運営、申請様式等の一元化

　➡『委託費用の削減』 『技術力の向上・技術の継承』

（６）取組の実施方針
　それぞれの取組については、施設の老朽化状況や自治体間の実施体制の構築など、地域の実情に応
じて取組時期を『短期』（概ね５年以内）、『中期』（概ね１０年以内）、『長期』（概ね１０年以上）に設定し
たロードマップを作成し、円滑な実施を目指している。

（７）進捗管理
　定期的なブロック会議の開催や、取組市町村による協議を継続し、県と市町村間で課題の共有を図
り、進捗状況の確認を行う。
　計画の目的である持続可能な事業運営を確保するために、各取組の PDCAサイクルによる進捗管理
を促す。
　また、短期取組での検討結果やその時点の情勢を踏まえて、概ね5年程度を目途に必要に応じて計画
の見直しを実施することで、広域化・共同化計画のスパイラルアップを行う。
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